
国 総 建 第 １ ６ ２ 号

平成２２年１０月１５日

各地方整備局等建設業担当部長 あて

各都道府県建設業主管部局長 あて

国土交通省総合政策局建設業課長

「経営事項審査の事務取扱いについて」の一部改正について

今般、経営事項審査の審査基準等について、ペーパーカンパニー対策など評価の適正

化の観点、現下の社会経済情勢を踏まえた多様なニーズへの対応の観点から所要の改正

を行うため、建設業法施行規則の一部を改正する省令（平成２２年１０月１５日国土交

通省令第５１号）が制定されるとともに、平成２２年１０月１５日付け国土交通省告示

第１１７５号をもって、建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２７条の２３第３項

に定める経営事項審査の項目及び基準が改正されたところであるが、これらを踏まえ、「経

営事項審査の事務取扱いについて」（平成２０年１月３１日国総建第２６９号)の一部を

下記のとおり改正することとしたので、通知する。

記

「経営事項審査の事務取扱いについて」(平成２０年１月３１日国総建第２６９号）の

一部を次のように改正する。

○ Ⅰの２の(1)のイを次のように改める。
イ 許可を受けた建設業に従事する技術職員は、建設業法第７条第２号イ、ロ若

しくはハ又は同法第１５条第２号イ若しくはハに該当する者又は規則第１８条

の３第２項第２号に規定する登録基幹技能者講習を修了した者（以下「基幹技

能者」という。）であって、審査基準日以前に６か月を超える恒常的な雇用関

係があり、かつ、雇用期間を特に限定することなく常時雇用されている者（法

人である場合においては常勤の役員を、個人である場合においてはこの事業主

を含む。）をいい、労務者（常用労務者を含む。）又はこれに準ずる者を除き、

建設業に従事する者に限るものとする。

また、雇用期間が限定されている者のうち、審査基準日において高年齢者等

の雇用の安定等に関する法律（昭和４６年法律第６８号）第９条第１項第２号

に規定する継続雇用制度の適用を受けているもの（６５歳以下の者に限る。）

については、雇用期間を特に限定することなく常時雇用されている者とみなす。

なお、継続雇用制度の適用を受けていることの証明は、別記様式第３号の提

出によるものとする。



○ Ⅰの３の(2)を次のように改める。
(2) 建設業の営業継続の状況について

イ 建設業の営業年数について

① 建設業の営業年数は、法による建設業の許可又は登録を受けた時より起

算し、審査基準日までの期間とする。なお、その年数に年未満の端数があ

るときは、これを切り捨てるものとする。ただし、平成２３年４月１日以

降の申立てに係る再生手続開始の決定又は更正手続開始の決定を受け、か

つ、再生手続終結の決定又は更正手続終結の決定を受けた建設業者は、当

該再生手続終結の決定又は更正手続終結の決定を受けた時より起算するも

のとする。

② 営業休止（建設業の許可又は登録を受けずに営業を行っていた場合を含

む。）の沿革を有するものは、当該休止期間を営業年数から控除するもの

とする。

③ 商業登記法の規定に基づく組織変更の登記を行った沿革、１の(1)のチ
の②若しくは③に掲げる場合又は建設業を譲り受けた沿革を有する者であ

って、当該変更又は譲受けの前に既に建設業の許可又は登録を有していた

ことがある者は、当該許可又は登録を受けた時を営業年数の起算点とする。

ロ 民事再生法又は会社更生法の適用の有無については、平成２３年４月１日

以降の申立てに係る再生手続開始の決定又は更生手続開始の決定を受け、か

つ、審査基準日以前に再生手続終結の決定又は更正手続終結の決定を受けて

いない場合に、減点して審査するものとする。

○ Ⅰの３に次のように付け加える。

(7) 建設機械の保有状況について

イ 建設機械とは、建設機械抵当法施行令（昭和２９年政令第２９４号）別表

に規定するショベル系掘削機、ブルドーザー及びトラクターショベルをいう

ものとする。

ロ 建設機械の保有状況は、審査基準日において、建設機械を自ら所有してい

る場合又は審査基準日から１年７か月以上の使用期間が定められているリー

ス契約を締結している場合に、その合計台数に応じて加点して審査するもの

とする。

(8) 国際標準化機構が定めた規格による登録の状況については、審査基準日にお

いて、財団法人日本適合性認定協会又は同協会と相互認証している認定機関に

認定されている審査登録機関によって国際標準化機構第９００１号（ＩＳＯ９

００１）又は第１４００１号（ＩＳＯ１４００１）の規格による登録を受けて

いる場合に、加点して審査するものとする。

ただし、認証範囲に建設業が含まれていない場合及び認証範囲が一部の支店

等に限られている場合には、加点対象としないものとする。



○ Ⅰの４の(2)のイ中「３の（２）のイ」を「３の（２）のイの①」に改める。

○ 別紙の１（告示の別表第一関係）を次のように改める。

１ 許可を受けた建設業に係る建設工事の種類別年間平均完成工事高の評点

告示第一の一の１に掲げる許可を受けた建設業に係る建設工事の種類別年間平均

完成工事高については、告示の別表第一の区分の欄に掲げられた審査の結果に応じ

て次の表に掲げる評点を与える。

（告示の別表第一関係）

区分 評点

(1) 2,309

(2) 114×(年間平均完成工事高)÷20,000,000＋1,739

(3) 101×(年間平均完成工事高)÷20,000,000＋1,791

(4) 88×(年間平均完成工事高)÷10,000,000＋1,566

(5) 89×(年間平均完成工事高)÷10,000,000＋1,561

(6) 89×(年間平均完成工事高)÷10,000,000＋1,561

(7) 75×(年間平均完成工事高)÷ 5,000,000＋1,378

(8) 76×(年間平均完成工事高)÷ 5,000,000＋1,373

(9) 76×(年間平均完成工事高)÷ 5,000,000＋1,373

(10) 64×(年間平均完成工事高)÷ 3,000,000＋1,281

(11) 62×(年間平均完成工事高)÷ 2,000,000＋1,165

(12) 64×(年間平均完成工事高)÷ 2,000,000＋1,155

(13) 50×(年間平均完成工事高)÷ 2,000,000＋1,211

(14) 51×(年間平均完成工事高)÷ 1,000,000＋1,055

(15) 51×(年間平均完成工事高)÷ 1,000,000＋1,055

(16) 50×(年間平均完成工事高)÷ 1,000,000＋1,059

(17) 51×(年間平均完成工事高)÷ 500,000＋ 903

(18) 39×(年間平均完成工事高)÷ 500,000＋ 963

(19) 36×(年間平均完成工事高)÷ 500,000＋ 975

(20) 38×(年間平均完成工事高)÷ 300,000＋ 893

(21) 39×(年間平均完成工事高)÷ 200,000＋ 811

(22) 38×(年間平均完成工事高)÷ 200,000＋ 816

(23) 25×(年間平均完成工事高)÷ 200,000＋ 868

(24) 25×(年間平均完成工事高)÷ 100,000＋ 793

(25) 34×(年間平均完成工事高)÷ 100,000＋ 748

(26) 42×(年間平均完成工事高)÷ 100,000＋ 716

(27) 24×(年間平均完成工事高)÷ 50,000＋ 698

(28) 28×(年間平均完成工事高)÷ 50,000＋ 678



(29) 34×(年間平均完成工事高)÷ 50,000＋ 654

(30) 26×(年間平均完成工事高)÷ 30,000＋ 626

(31) 19×(年間平均完成工事高)÷ 20,000＋ 616

(32) 22×(年間平均完成工事高)÷ 20,000＋ 601

(33) 28×(年間平均完成工事高)÷ 20,000＋ 577

(34) 16×(年間平均完成工事高)÷ 10,000＋ 565

(35) 19×(年間平均完成工事高)÷ 10,000＋ 550

(36) 24×(年間平均完成工事高)÷ 10,000＋ 530

(37) 13×(年間平均完成工事高)÷ 5,000＋ 524

(38) 16×(年間平均完成工事高)÷ 5,000＋ 509

(39) 20×(年間平均完成工事高)÷ 5,000＋ 493

(40) 14×(年間平均完成工事高)÷ 3,000＋ 483

(41) 11×(年間平均完成工事高)÷ 2,000＋ 473

(42) 131×(年間平均完成工事高)÷ 10,000＋ 397

注 評点に小数点以下の端数がある場合は、これを切り捨てる。

○ 別紙の３のロ（告示の別表第五関係）を次のように改める。

ロ 許可を受けた建設業に係る建設工事の種類別年間平均元請完成工事高の点数

（告示の別表第五関係）

区分 点数

(1) 2,865

(2) 119×(年間平均元請完成工事高)÷20,000,000＋2,270

(3) 145×(年間平均元請完成工事高)÷20,000,000＋2,166

(4) 87×(年間平均元請完成工事高)÷10,000,000＋2,079

(5) 104×(年間平均元請完成工事高)÷10,000,000＋1,994

(6) 126×(年間平均元請完成工事高)÷10,000,000＋1,906

(7) 76×(年間平均元請完成工事高)÷ 5,000,000＋1,828

(8) 90×(年間平均元請完成工事高)÷ 5,000,000＋1,758

(9) 110×(年間平均元請完成工事高)÷ 5,000,000＋1,678

(10) 81×(年間平均元請完成工事高)÷ 3,000,000＋1,603

(11) 63×(年間平均元請完成工事高)÷ 2,000,000＋1,549

(12) 75×(年間平均元請完成工事高)÷ 2,000,000＋1,489

(13) 92×(年間平均元請完成工事高)÷ 2,000,000＋1,421

(14) 55×(年間平均元請完成工事高)÷ 1,000,000＋1,367

(15) 66×(年間平均元請完成工事高)÷ 1,000,000＋1,312

(16) 79×(年間平均元請完成工事高)÷ 1,000,000＋1,260

(17) 48×(年間平均元請完成工事高)÷ 500,000＋1,209



(18) 57×(年間平均元請完成工事高)÷ 500,000＋1,164

(19) 70×(年間平均元請完成工事高)÷ 500,000＋1,112

(20) 50×(年間平均元請完成工事高)÷ 300,000＋1,072

(21) 41×(年間平均元請完成工事高)÷ 200,000＋1,026

(22) 47×(年間平均元請完成工事高)÷ 200,000＋ 996

(23) 57×(年間平均元請完成工事高)÷ 200,000＋ 956

(24) 36×(年間平均元請完成工事高)÷ 100,000＋ 911

(25) 40×(年間平均元請完成工事高)÷ 100,000＋ 891

(26) 51×(年間平均元請完成工事高)÷ 100,000＋ 847

(27) 30×(年間平均元請完成工事高)÷ 50,000＋ 820

(28) 35×(年間平均元請完成工事高)÷ 50,000＋ 795

(29) 45×(年間平均元請完成工事高)÷ 50,000＋ 755

(30) 32×(年間平均元請完成工事高)÷ 30,000＋ 730

(31) 26×(年間平均元請完成工事高)÷ 20,000＋ 702

(32) 29×(年間平均元請完成工事高)÷ 20,000＋ 687

(33) 36×(年間平均元請完成工事高)÷ 20,000＋ 659

(34) 22×(年間平均元請完成工事高)÷ 10,000＋ 635

(35) 27×(年間平均元請完成工事高)÷ 10,000＋ 610

(36) 31×(年間平均元請完成工事高)÷ 10,000＋ 594

(37) 19×(年間平均元請完成工事高)÷ 5,000＋ 573

(38) 23×(年間平均元請完成工事高)÷ 5,000＋ 553

(39) 28×(年間平均元請完成工事高)÷ 5,000＋ 533

(40) 19×(年間平均元請完成工事高)÷ 3,000＋ 522

(41) 16×(年間平均元請完成工事高)÷ 2,000＋ 502

(42) 341×(年間平均元請完成工事高)÷ 10,000＋ 241

注 評点に小数点以下の端数がある場合は、これを切り捨てる。

○ 別紙の４を次のように改める。

４ その他の審査項目（社会性等）の評点

告示第一の四の１に掲げる労働福祉の状況については、告示の付録第二に定める

算式によって点数を算出し、また、告示第一の四の２から８までに掲げる建設業の

営業継続の状況（営業年数及び民事再生法又は会社更生法の適用の有無）、防災協

定締結の有無、法令遵守の状況、建設業の経理の状況（監査の受審状況及び公認会

計士等数値）、研究開発の状況、建設機械の保有状況、国際標準化機構が定めた規

格による登録の状況については、告示の別表第六から別表第十四までの各区分の欄

に掲げられた審査の結果に応じて、それぞれ次のイ～リの表に掲げる点数を与え、

さらに、これらの点数の合計点数（ヌの算式において「告示の付録第二による点数

並びにイ～リの点数の合計点数」という。）に応じて、ヌの算式によって算出され

るその他の審査項目（社会性等）の評点を与える。その他の審査項目（社会性等）

の評点が０に満たない場合は０と見なす。



○ 別紙の４のトを次のように改める。

ト その他の審査項目（社会性等）

その他の審査項目（社会性等）の評点＝告示の付録第二による点数並びにイ

～リの点数の合計点数×10×190／200

○ 別紙の４のトをヌとし、ロからヘをハからトとし、イの次に次のように付け加え

る。

ロ 民事再生法又は会社更生法の適用の有無の点数

（告示の別表第七関係）

区 分 (1) (2)

点 数 0 -60

○ 別紙の４のトの次に次のように付け加える。

チ 建設機械の保有状況の点数

（告示の別表第十三関係）

区 分 (1) (2) (3) (4) (5) (6) (7)

点 数 15 14 13 12 11 10 9

区 分 (8) (9) (10) (11) (12) (13) (14)

点 数 8 7 6 5 4 3 2

区 分 (15) (16)

点 数 1 0

リ 国際標準化機構が定めた規格による登録の状況の点数

（告示の別表第十四関係）

区 分 (1) (2) (3) (4)

点 数 10 5 5 0

○ 別記様式第２号を次のように改める。



様式第２号 （用紙Ａ４）

経理処理の適正を確認した旨の書類

私は、建設業法施行規則第１８条の３第３項第２号の規定に基づく確認を行うため、

○○○の平成×年×月×日から平成×年×月×日までの第×期事業年度における計算書

類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び注記表について、

我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準その他の企業会計の慣行を

しん酌され作成されたものであること及び別添の会計処理に関する確認項目の対象に係

る内容について適正に処理されていることを確認しました。

地方整備局長

北海道開発局長

知事 殿

年 月 日

商号又は名称

所属・役職

氏 名 印

以上

記載要領

「 地方整備局長

北海道開発局長 については、不要のものを消すこと。

知事」



○ 別記様式に次の１号を付け加える。



様式第３号 （用紙Ａ４）

継続雇用制度の適用を受けている技術職員名簿

建設業法施行規則別記様式第２５号の１１・別紙２の技術職員名簿に記載した者のうち、下表に掲

げる者については、審査基準日において継続雇用制度の適用を受けていることを証明します。

地方整備局長 年 月 日

北海道開発局長

知事 殿 住所

商号又は名称

代表者氏名 印

通番 氏 名 生年月日

記載要領

１ 「 地方整備局長

北海道開発局長 については、不要のものを消すこと。

知事」

２ 規則別記様式第２５号の１１・別紙２の技術職員名簿に記載した者のうち、審査基準日におい

て継続雇用制度の適用を受けている者（６５歳以下の者に限る。）について記載すること。

３ 通番、氏名及び生年月日は、規則別記様式第２５号の１１・別紙２の記載と統一すること。



附 則

この通知は、平成２３年４月１日から適用する。


